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決算取締役会開催日　　平成 15年 4月 22日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 15年 5月 22日 単元株制度採用の有無　有 (１単元　1,000 株)

１. 15年  2月期の業績(平成 14年 3月 1日 ～ 平成 15年 2月 28日)
(1)経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  2月期 326,335 △ 4.5 2,313 △ 10.6 1,860 △ 10.1

14年  2月期 341,620 △ 2.5 2,587 46.6 2,069 51.5

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  2月期 4,636 - 27.39 26.36 7.6 0.9 0.6

14年  2月期 △ 10,763 - △ 62.99 - △ 16.6 1.0 0.6

(注)①期中平均株式数 15年  2月期   169,282,551 株　　　14年  2月期   170,852,234 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  2月期 5.00 2.50 2.50 841 18.1 1.3

14年  2月期 5.00 2.50 2.50 854 - 1.4

(注)15年  2月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  2月期 196,425 62,614 31.9 372.19

14年  2月期 201,800 59,360 29.4 347.45

(注)①期末発行済株式数　15年  2月期    　168,228,960 株　14年  2月期    　170,842,280 株

 　 ②期末自己株式数　　15年  2月期      　2,629,944 株　14年  2月期         　16,624 株

２. 16年  2月期の業績予想(平成 15年 3月 1日  ～  平成 16年 2月 29日)
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 155,700 800 500 2.50 － －

通　期 323,700 2,100 1,000 － 2.50 5.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   5 円 94銭 

(注)上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって

     予想数値と異なる可能性があります。

     なお、上記業績予想につきましては、決算短信(連結)添付資料7ページを参照して下さい。

１株当たり年間配当金

総　　資　　産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益
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貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

科 目 対 前 期 増 減 額
当 期 前 期

（１５．２．２８） （１４．２．２８）

（ 資 産 の 部 ） 1 9 6,4 2 5 2 0 1,8 0 0 △ 5,3 7 5

流 動 資 産 5 3,7 1 3 6 7,8 2 8 △ 1 4,1 1 5

現 金 及 び 預 金 7,3 2 1 1 4,6 0 6 △ 7,2 8 5

受 取 手 形 2,3 8 8 3,1 3 1 △ 7 4 3

売 掛 金 1 8,8 2 8 2 0,2 0 9 △ 1,3 8 1

有 価 証 券 5 9 5 9 0

商 品 1 6,1 8 6 1 7,0 8 3 △ 8 9 7

貯 蔵 品 1 2 0 1 3 6 △ 1 6

前 渡 金 1 1 8 7 △ 7 6

短 期 貸 付 金 7 4 2,0 7 9 △ 2,0 0 5

繰 延 税 金 資 産 1,7 8 2 2,0 1 8 △ 2 3 6

そ の 他 の 流 動 資 産 7,0 6 4 8,6 1 4 △ 1,5 5 0

貸 倒 引 当 金 △ 1 2 5 △ 1 9 9 7 4

固 定 資 産 1 4 2,7 1 2 1 3 3,9 7 1 8,7 4 1

有形固定資産 1 0 0,5 2 0 9 9,6 3 0 8 9 0

建 物 ・ 構 築 物 4 5,4 0 3 4 5,8 3 4 △ 4 3 1

機 械 ・ 器 具 ・ 備 品 1,3 8 2 1,3 2 1 6 1

土 地 5 1,2 2 5 5 1,1 5 4 7 1

建 設 仮 勘 定 2,5 0 9 1,3 2 0 1,1 8 9

無形固定資産 1,1 3 2 1,4 0 3 △ 2 7 1

借 地 権 7 1 0 8 3 2 △ 1 2 2

ソ フ ト ウ エ ア 3 3 1 4 7 7 △ 1 4 6

電 話 加 入 権 7 2 7 0 2

その他の無形固定資産 1 7 2 2 △ 5

投 資 等 4 1,0 5 9 3 2,9 3 7 8,1 2 2

投 資 有 価 証 券 5,2 3 0 4,2 2 3 1,0 0 7

子会社株式及び出資金 2,8 5 1 2,2 5 7 5 9 4

長 期 貸 付 金 5,7 1 2 2,7 6 0 2,9 5 2

長 期 保 証 金 4,4 6 6 4,5 5 4 △ 8 8

長 期 前 払 費 用 1 9 5 2 1 5 △ 2 0

長 期 未 収 入 金 6,8 2 3 7,6 7 6 △ 8 5 3

前 払 年 金 費 用 8,2 0 2 ― 8,2 0 2

繰 延 税 金 資 産 7,4 2 1 1 1,9 1 6 △4,4 9 5

そ の 他 の 投 資 等 3,0 1 0 2,1 3 8 8 7 2

貸 倒 引 当 金 △ 2,8 5 5 △ 2,8 0 3 △ 5 2

合 計 1 9 6,4 2 5 2 0 1,8 0 0 △ 5,3 7 5
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（単位 百万円）

科 目 対 前 期 増 減 額
当 期 前 期

（１５．２．２８） （１４．２．２８）

（ 負 債 の 部 ） 1 3 3,8 1 1 1 4 2,4 3 9 △ 8,6 2 8

流 動 負 債 1 0 3,2 8 7 8 4,7 4 1 1 8,5 4 6

支 払 手 形 1,8 5 3 2,3 4 5 △ 4 9 2

買 掛 金 1 7,3 2 7 1 8,2 3 9 △ 9 1 2

短 期 借 入 金 3 1,4 1 3 1 9,9 7 5 1 1,4 3 8

1 年 以内償還転換社債 9,9 9 9 － 9,9 9 9

未 払 金 5,2 0 1 5,4 5 5 △ 2 5 4

未 払 法 人 税 等 5 9 5 9 0

未 払 費 用 2,8 4 2 4,0 9 7 △ 1,2 5 5

前 受 金 2,0 6 6 2,3 1 5 △ 2 4 9

商 品 券 1 3,9 5 5 1 4,3 5 2 △ 3 9 7

預 り 金 1 8,4 6 2 1 7,7 8 9 6 7 3

そ の 他 の 流 動 負 債 1 0 5 1 0 9 △ 4

固 定 負 債 3 0,5 2 3 5 7,6 9 8 △ 2 7,1 7 5

転 換 社 債 － 9,9 9 9 △ 9,9 9 9

長 期 借 入 金 8,9 4 8 2 7,8 2 2 △ 1 8,8 7 4

退 職 給 付 引 当 金 1 7,3 0 1 1 8,4 0 2 △ 1,1 0 1

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3 0 8 2 5 9 4 9

投 資 損 失 引 当 金 2,7 6 2 － 2,7 6 2

受 入 保 証 金 1,2 0 3 1,2 1 5 △ 1 2

（ 資 本 の 部 ） 6 2,6 1 4 5 9,3 6 0 3,2 5 4

資 本 金 9,7 6 5 9,7 6 5 0

資 本 剰 余 金 9,3 5 8 9,2 8 7 7 1

資 本 準 備 金 9,3 5 8 9,2 8 7 7 1

利 益 剰 余 金 4 3,5 1 4 3 9,7 2 6 3,7 8 8

利 益 準 備 金 2,4 4 1 2,4 4 1 0

別 途 積 立 金 2 7,7 2 9 2 7,7 2 9 0

土 地 圧 縮 積 立 金 1,8 9 7 1,9 1 8 △ 2 1

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 4,0 4 5 4,5 4 5 △ 5 0 0

特 別 償 却 準 備 金 3 8 △ 5

当 期 未 処 分 利 益 7,3 9 7 3,0 8 3 4,3 1 4

( うち当期純利益 (損失△ ) ) ( 4,6 3 6) ( △ 1 0,7 6 3) ( 1 5,3 9 9)

株式等評価差額金 7 9 7 5 8 6 2 1 1

自 己 株 式 △ 8 2 2 △ 4 △ 8 1 8

合 計 1 9 6,4 2 5 2 0 1,8 0 0 △ 5,3 7 5
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損 益 計 算 書
（単位 百万円）

科 目 当 期( ) 前 期 ( )
14.3. 1 13.3. 1 対 前 期

15.2.28 14.2.28 増 減 額 増 減 率

営 ％

経 業 売 上 高 3 2 6,3 3 5 3 4 1,6 2 0 △ 1 5,2 8 5 △ 4.5

損 売 上 原 価 2 4 7,1 7 9 2 5 9,5 6 9 △ 1 2,3 9 0 △ 4.8

常 益 売 上 総 利 益 7 9,1 5 5 8 2,0 5 0 △ 2,8 9 5 △ 3.5

の 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7 6,8 4 1 7 9,4 6 2 △ 2,6 2 1 △ 3.3

損 部 営 業 利 益 2,3 1 3 2,5 8 7 △ 2 7 4 △ 1 0.6

営
営 業 外 収 益 2,0 1 8 2,3 3 2 △ 3 1 4 △ 1 3.5

益 業
受 取 利 息 ・ 配 当 金 4 2 4 3 7 2 5 2 1 3.9

外
そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,5 9 4 1,9 6 0 △ 3 6 6 △ 1 8.7

の 損 営 業 外 費 用 2,4 7 1 2,8 5 1 △ 3 8 0 △ 1 3.3
益 支 払 利 息 9 6 9 1,0 9 9 △ 1 3 0 △ 1 1.8
部 の そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,5 0 1 1,7 5 2 △ 2 5 1 △ 1 4.3
部

経 常 利 益 1,8 6 0 2,0 6 9 △ 2 0 9 △ 1 0.1

特 別 利 益 1 0,7 2 0 1 9,4 4 2 △ 8,7 2 2

特 固 定 資 産 売 却 益 7 6,4 1 6 △ 6,4 0 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,0 6 3 4 6 1,0 1 7

別 投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 － 1 6 9 △ 1 6 9

厚生年金基金代行部分返上益 9,6 5 0 － 9,6 5 0

損 退 職 給 付 信 託 設 定 益 － 1 2,8 0 9 △ 1 2,8 0 9

特 別 損 失 3,3 0 9 3 9,8 5 7 △ 3 6,5 4 8

益 固 定 資 産 処 分 損 3 3 3 1,7 8 6 △ 1,4 5 3

店 舗 閉 鎖 損 失 － 4,5 8 9 △ 4,5 8 9

の 投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 1 3 2 0 1 △ 8 8

子 会 社 株 式 評 価 損 1 0 0 － 1 0 0

部 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 2,7 6 2 － 2,7 6 2

退職給付会計基準変更時差異 － 3 3,2 8 0 △ 3 3,2 8 0

税 引 前 当 期 純 利 益 ( 損 失 △ ) 9,2 7 2 △ 1 8,3 4 5 2 7,6 1 7 －

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5 8 5 9 △ 1 △ 1.7

法 人 税 等 調 整 額 4,5 7 7 △ 7,6 4 1 1 2,2 1 8 －

当 期 純 利 益 ( 損 失 △ ) 4,6 3 6 △ 1 0,7 6 3 1 5,3 9 9 －

前 期 繰 越 利 益 3,1 8 1 1 4,2 7 3 △ 1 1,0 9 2 △ 7 7.7

中 間 配 当 額 4 2 0 4 2 7 △ 7 △ 1.4

当 期 未 処 分 利 益 7,3 9 7 3,0 8 3 4,3 1 4 1 3 9.9
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 売価還元法による低価法

貯 蔵 品 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 建物（建物付属設備を除く） 定 額 法

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 定 率 法

無形固定資産 定 額 法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間５年

により償却）

４．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

計上しております。

なお、数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間内の一定年数(1 3年)

による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

投 資 損 失 引 当 金 子会社等にかかる投資損失に備えるため、各社の財政状態を勘案し、所要額

を計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。

７．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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８．厚生年金基金の代行部分返上

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年５

月２７日付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告

第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給

付債務と返還相当額の年金資産が消滅したものとみなして処理しております。

なお、当期末における返還相当額は2 8 , 1 5 2百万円であります。

９．自己株式及び法定準備金取崩等会計の適用

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号 平成

１４年２月２１日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

貸借対照表注記事項

１．有形固定資産の減価償却累計額 91, 4 1 3百万円

２．保証債務残高 5, 2 6 1百万円

３ ． 株 式 会 社 竹 中 工 務 店 か ら 、 三 重 県 菰 野 町 に お け る ゴ ル フ 場 開 発 に 伴 い 、 同 社 が 事 業 者 と し て

取 得 し た 土 地 代 金 お よ び こ れ に か か る 利 息 の 合 計 額 9 , 9 1 6 百 万 円を立替金として当社および

当社の子会社である株式会社レックリゾートに支払いを求める訴えが、平成１０年３月２０日、

名古屋地方裁判所に提起され、また、平成１２年１２月２０日、株式会社竹中工務店は上記訴額に

1 6 2百万円を追加し、訴額合計が 1 0 , 0 7 8百万円とする訴えの変更を行いましたが、当社および株式

会社レックリゾートは、それぞれ法的見解を異にしており支払義務がないものとして現在係争中で

あります。

４ 「商法施行規則」（平成１４年３月２９日法務省令第２２号）附則第３条ただし書きの規定に基づき、．

当期から資本の部は資本金、資本剰余金、利益剰余金およびその他の科目に区分して表示しており

ます。

重要な後発事象

当社は、平成１５年３月１日をもって、当社を完全親会社とし株式会社横浜松坂屋を完全子会社

とする株式交換を実施いたしました。

１．株式交換比率

当社は、株式会社横浜松坂屋の普通株式 1 株 に つ き、当社普通株式 0 . 1 5 1 株 の 割 合 をもって

割当交付いたしました。

２．交換比率の算定根拠

当社および株式会社横浜松坂屋は、公正性および妥当性を確保する観点から、第三者機関である

日興コーディアル証券株式会社に両社の株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果を参考

にして両社間で協議を行った結果、上記のとおり合意いたしました。

３．株式交換により発行する新株式

当社は新株の発行に代えて、当社が保有していた自己株式 1 , 4 9 1 , 6 6 7株を割当交付いたしました。

この結果、当社の資本金および資本準備金は増加いたしませんでした。
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リース取引関係注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（単位 百万円）

当 期 前 期

取得価額 期末残高 取得価額 期末残高減価償却 減価償却

累 計 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

相 当 額 相 当 額

機械・器具・備品 6,233 2,860 3,373 6,829 3,260 3,569

車 両 ・ 運 搬 具 483 224 259 475 233 242

合 計 6,717 3,084 3,633 7,305 3,493 3,811

（２）未経過リース料期末残高相当額

（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 1,091 1,173

１ 年 超 2,541 2,637

合 計 3,633 3,811

（注）取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

（３）支払リース料および減価償却費相当額

（単位 百万円）

当 期 前 期

支 払 リ ー ス 料 1,299 1,380

減価償却費相当額 1,299 1,380

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

（１）借手側

未経過支払リース料

（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 535 555

１ 年 超 1,511 2,046

合 計 2,046 2,602

（２）貸手側

未経過受取リース料

（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 275 275

１ 年 589 895超

合 計 865 1,170
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有価証券関係

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

（単位 百万円）

種 類
当 期（平成１５年２月２８日現在） 前 期（平成１４年２月２８日現在）

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

子 会 社 株 式 － － － 1,1 5 3 7 3 8 △ 4 1 4

関 連 会 社 株 式 － － － － － －

合 計 － － － 1,1 5 3 7 3 8 △ 4 1 4
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期(平成１５年２月２８日現在)

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 3 4 2 百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 2 2 8

退職給付引当金繰入限度超過額 6,5 5 3

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1 2 9

投 資 損 失 引 当 金 1,1 6 0

た な 卸 資 産 評 価 損 3 1 8

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1 7 1

会 員 権 評 価 損 1 3 3

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 3,7 7 1

そ の 他 1,9 9 3

繰 延 税 金 資 産 小 計 1 4,8 0 1

評 価 性 引 当 額 △ 8 1 8

繰 延 税 金 資 産 合 計 1 3,9 8 3

繰 延 税 金 負 債

土 地 圧 縮 積 立 金 △ 1,3 7 4

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,8 2 5

特 別 償 却 準 備 金 △ 0

株 式 等 評 価 差 額 金 △ 5 7 7

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 4,7 7 8

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 9,2 0 4

平成１５年２月２８日現在の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 － 繰延税金資産 1,7 8 2 百万円

固定資産 － 繰延税金資産 7,4 2 1

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 4 2.0 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △ 0.9

住民税均等割等 0.6

評価性引当額 8.8

その他 △ 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5 0.0
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利 益 処 分 案
（単位 百万円）

摘 要 当 期 前 期 対 前 期 増 減 額

当 期 未 処 分 利 益 7,3 9 7 3,0 8 3 4,3 1 4

土 地 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 － 2 1 △ 2 1

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 1 4 3 4 9 9 △ 3 5 6

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高 2 4 △ 2

合 計 7,5 4 3 3,6 0 8 3,9 3 5

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。

配 当 金 4 2 0 4 2 7 △ 7

１株につき2円5 0銭 １株につき2円5 0銭

次 期 繰 越 利 益 7,1 2 3 3,1 8 1 3,9 4 2
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部 門 別 売 上 高

店 別 売 上 高

（単位 百万円）

店 別
当 期（14.3.1～15.2.28） 前 期（13.3.1～14.2.28）

金 額 構成比 前年比 金 額 構成比 前年比

％ ％ ％ ％

名 古 屋 店 1 3 4,3 8 1 4 1.2 9 8.1 1 3 7,0 4 2 4 0.1 1 0 0.1

岡 崎 店 6,9 8 8 2.1 9 0.2 7,7 5 1 2.3 8 9.0

名 古 屋 駅 店 1 3,3 5 7 4.1 9 0.6 1 4,7 4 5 4.3 9 2.2

四 日 市 店 － － － 5,0 0 2 1.4 4 5.6

豊 田 店 9,8 3 1 3.0 2 0 7.3 4,7 4 1 1.4 －

上 野 店 6 6,6 8 3 2 0.4 9 2.2 7 2,3 2 5 2 1.2 9 6.7

銀 座 店 1 7,9 2 4 5.5 9 2.0 1 9,4 8 1 5.7 9 9.8

静 岡 店 3 2,1 2 9 9.9 9 9.9 3 2,1 6 5 9.4 9 9.5

大 阪 店 2 4,8 3 3 7.6 9 2.3 2 6,9 1 2 7.9 9 3.2

く ず は 店 7,2 2 1 2.2 9 2.5 7,8 0 7 2.3 9 5.2

高 槻 店 1 2,9 8 3 4.0 9 5.2 1 3,6 4 3 4.0 9 7.0

合 計 3 2 6,3 3 5 1 0 0.0 9 5.5 3 4 1,6 2 0 1 0 0.0 9 7.5

（注）1．四日市店は平成１３年５月３１日に店舗を閉鎖いたしました。

2．豊田店は平成１３年１０月２５日に開店いたしました。

商 品 別 売 上 高

（単位 百万円）

区 分
当 期（14.3.1～15.2.28） 前 期（13.3.1～14.2.28）

金 額 構 成 比 前 年 比 金 額 構 成 比 前 年 比

％ ％ ％ ％

衣 料 品 1 3 3,9 5 3 4 1.0 9 5.2 1 4 0,7 6 4 4 1.2 9 7.5

身 の 回 り 品 2 9,9 7 7 9.2 9 8.1 3 0,5 5 7 8.9 1 0 2.4

家 庭 用 品 2 9,0 4 8 8.9 9 2.7 3 1,3 5 0 9.2 9 6.3

食 料 品 7 2,0 0 0 2 2.1 9 7.2 7 4,0 9 9 2 1.7 9 6.0

雑 貨 4 8,2 7 4 1 4.8 9 4.4 5 1,1 5 5 1 5.0 9 7.8

食 堂 ・ 喫 茶 8,1 4 1 2.5 9 5.3 8,5 4 4 2.5 9 9.8

サービス・その他 4,9 4 0 1.5 9 6.0 5,1 4 8 1.5 9 2.0

合 計 3 2 6,3 3 5 1 0 0 .0 9 5.5 3 4 1,6 2 0 1 0 0.0 9 7.5

名

古

屋

事

業

部

大

阪

事

業

部

東

京

事

業

部
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役員の異動（平成 年 月 日付）15 5 22

１．代表取締役の異動

退任予定取締役

吉 田 敬 一 （現 代表取締役 取締役副社長）
よし だ けい いち

２．その他の役員の異動

( ) 新任取締役候補者1

安 達 進 一 （現 当社本社関連事業部長代理）
あ だち しん いち

田 近 健 也 （現 当社豊田店長）
た ぢか けん や

( ) 新任監査役候補者2

岡 崎 曠 敬 （現 当社東京事業部業務統括部長）
おか ざき ひろ あき

横 山 健 一 （現 中部日本放送株式会社取締役社長）
よこ やま けん いち

（注）横山健一氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

第 条第 項に定める社外監査役の候補者であります。18 1

( ) 退任予定取締役3

吉 田 敬 一 （現 代表取締役 取締役副社長）
よし だ けい いち

西 脇 友 彦 （現 常務取締役本社営業本部副本部長）
にし わき とも ひこ

( ) 辞任予定監査役4

飯 島 浩 （現 常勤監査役）
いい じま ひろし

清 家 大 正 （現 監査役）
せい け ひろ まさ

以 上


